
第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2019年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 108,648 91,415 

受取手形及び売掛金 ※４ 248,220 234,001 

商品及び製品 92,452 101,386 

仕掛品 108,293 128,980 

原材料及び貯蔵品 134,825 129,902 

その他 220,108 241,884 

貸倒引当金 △2,900 △2,758 

流動資産合計 909,647 924,811 

固定資産    

有形固定資産    

機械及び装置（純額） 229,123 232,439 

土地（純額） 235,664 233,827 

その他（純額） 222,627 232,292 

有形固定資産合計 687,415 698,559 

無形固定資産    

のれん 40,816 37,611 

その他 17,924 16,395 

無形固定資産合計 58,740 54,006 

投資その他の資産    

投資有価証券 236,572 222,780 

その他 49,983 48,520 

貸倒引当金 △4,088 △4,198 

投資その他の資産合計 282,467 267,101 

固定資産合計 1,028,622 1,019,668 

資産合計 1,938,270 1,944,479 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2019年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※４ 147,566 125,694 

短期借入金 180,100 175,375 

コマーシャル・ペーパー 5,000 50,000 

未払法人税等 7,869 7,641 

引当金 14,931 13,841 

預り金地金 253,918 280,137 

その他 118,623 111,039 

流動負債合計 728,011 763,729 

固定負債    

社債 50,000 60,000 

長期借入金 259,667 244,797 

環境対策引当金 40,427 37,337 

その他の引当金 3,468 3,099 

退職給付に係る負債 50,003 49,335 

その他 83,353 86,588 

固定負債合計 486,921 481,159 

負債合計 1,214,933 1,244,888 

純資産の部    

株主資本    

資本金 119,457 119,457 

資本剰余金 92,393 92,393 

利益剰余金 352,932 352,421 

自己株式 △2,123 △2,139 

株主資本合計 562,659 562,133 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 51,220 42,234 

繰延ヘッジ損益 124 327 

土地再評価差額金 33,023 32,961 

為替換算調整勘定 △5,828 △12,614 

退職給付に係る調整累計額 △7,617 △7,246 

その他の包括利益累計額合計 70,922 55,662 

非支配株主持分 89,754 81,794 

純資産合計 723,337 699,590 

負債純資産合計 1,938,270 1,944,479 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

売上高 855,268 748,400 

売上原価 750,493 655,585 

売上総利益 104,775 92,814 

販売費及び一般管理費 ※１ 77,180 ※１ 75,835 

営業利益 27,594 16,978 

営業外収益    

受取利息 514 644 

受取配当金 9,660 12,169 

持分法による投資利益 757 2,163 

固定資産賃貸料 2,536 2,594 

その他 1,480 1,582 

営業外収益合計 14,950 19,155 

営業外費用    

支払利息 2,378 2,498 

鉱山残務整理費用 1,604 1,942 

その他 5,495 4,450 

営業外費用合計 9,477 8,891 

経常利益 33,067 27,242 

特別利益    

投資有価証券売却益 170 1,878 

固定資産売却益 328 97 

関係会社清算益 506 0 

その他 － 0 

特別利益合計 1,005 1,976 

特別損失    

独占禁止法関連損失 － ※２ 10,423 

投資有価証券評価損 2,779 1,405 

減損損失 1,539 1,067 

その他 59 51 

特別損失合計 4,378 12,948 

税金等調整前四半期純利益 29,693 16,270 

法人税等 9,948 9,417 

四半期純利益 19,744 6,853 

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,895 2,341 

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,849 4,511 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

四半期純利益 19,744 6,853 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △23,951 △9,019 

繰延ヘッジ損益 △2,316 1,021 

為替換算調整勘定 12,901 △8,388 

退職給付に係る調整額 875 343 

持分法適用会社に対する持分相当額 △604 △525 

その他の包括利益合計 △13,096 △16,568 

四半期包括利益 6,648 △9,715 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,959 △10,275 

非支配株主に係る四半期包括利益 8,607 559 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 29,693 16,270 

減価償却費 29,531 31,980 

環境対策引当金の増減額（△は減少） △1,401 △3,090 

引当金の増減額（△は減少） △259 △1,590 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △766 △951 

受取利息及び受取配当金 △10,175 △12,814 

支払利息 2,378 2,498 

持分法による投資損益（△は益） △757 △2,163 

有形固定資産売却損益（△は益） △287 △103 

独占禁止法関連損失 － 10,423 

投資有価証券売却損益（△は益） △171 △1,857 

投資有価証券評価損益（△は益） 2,779 1,405 

売上債権の増減額（△は増加） 4,265 12,129 

たな卸資産の増減額（△は増加） △27,111 △27,632 

金地金売却による収入 52,405 52,400 

金地金購入による支出 △52,230 △52,286 

仕入債務の増減額（△は減少） △17,520 △18,589 

その他 7,979 705 

小計 18,352 6,735 

利息及び配当金の受取額 11,462 14,617 

利息の支払額 △2,356 △2,483 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △12,926 △9,203 

品質不適合品関連損失の支払額 △1,430 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,101 9,665 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △36,980 △47,575 

有形固定資産の売却による収入 618 435 

投資有価証券の取得による支出 △1,416 △1,576 

投資有価証券の売却による収入 344 3,299 

関係会社の清算による収入 2,160 0 

貸付けによる支出 △1,339 △2,147 

貸付金の回収による収入 572 176 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 68 

その他 1,106 966 

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,935 △46,352 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,591 8,458 

長期借入れによる収入 26,254 7,750 

長期借入金の返済による支出 △20,141 △33,973 

社債の発行による収入 － 10,000 

社債の償還による支出 △25,000 － 

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 50,000 45,000 

自己株式の取得による支出 △21 △15 

配当金の支払額 △6,548 △5,238 

非支配株主への配当金の支払額 △1,259 △8,753 

その他 △1,089 △849 

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,602 22,379 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,459 △2,223 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228 △16,530 

現金及び現金同等物の期首残高 87,355 99,672 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
4,624 52 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 92,208 ※ 83,193 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、上海菱秀商貿有限公司を連結の範囲に含めております。また、連結子会社間の合併

により㈱アルテクノ他４社を、持分の全部を売却したことによりパイプ技研工業㈱を、それぞれ連結の範囲から除外

しております。

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、湯沢地熱㈱を持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（IFRS第16号「リース」の適用） 

 IFRSを適用する在外子会社は、IFRS第16号「リース」を第１四半期連結会計期間より適用しております。 

 当該会計基準の適用が当第２四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（連結子会社の吸収合併） 

当社は、2019年７月31日開催の取締役会において、2020年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社である三

菱伸銅株式会社を吸収合併することを決議し、2019年７月31日付で合併契約を締結いたしました。 

１．取引の概要 

(1)被結合企業の名称及びその事業の内容 

被結合企業の名称 三菱伸銅株式会社 

事業の内容    銅及び銅合金の圧延、押出、鋳造及びこれらの加工並びに販売等 

(2)企業結合日 

2020年４月１日（予定） 

(3)企業結合の法的形式 

当社を吸収合併存続会社とする吸収合併方式で、三菱伸銅株式会社は解散いたします。 

(4)結合後企業の名称 

三菱マテリアル株式会社 

(5)企業結合の目的 

当社グループの銅加工事業における経営リソースを一体的に運営することで積極的かつ機動的な投資を実行し、

市場のニーズに応える製品を迅速に開発するとともに、国内外の製造・販売体制を整備・拡充することを目的とし

ております。 

２．実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成31年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として

会計処理を行う予定であります。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

連結会社以外の会社及び従業員の銀行からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

シミルコファイナンス社 10,698百万円 シミルコファイナンス社 8,662百万円 

湯沢地熱株式会社 1,608 湯沢地熱株式会社 1,973

ジェコ２社 2,028 ジェコ２社 1,755

カッパーマウンテンマイン社 1,359 カッパーマウンテンマイン社 1,030

従業員 2,305 従業員 2,217

その他（９社） 1,949 その他（11社） 1,503

計 19,950 計 17,144

 

２ 偶発債務

（インドネシア国税務に関する件） 

前連結会計年度（2019年３月31日）

 当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下、ＰＴＳ社）は、2014年12月30日付

で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2009年12月期の売上取引価格等に関し、47百万米ドル（前連結会計年

度末日レートでの円換算額5,312百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2015年１月28日付

で、追徴額の一部である14百万米ドル（同円換算額1,553百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、当局が抽出した企業との利益率の比較により売上高過少とする

著しく合理性を欠く見解であり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、Ｐ

ＴＳ社は2015年３月25日にインドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2015年３月25日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2016年３月16日付で棄却されま

した。そのため、ＰＴＳ社は2016年６月６日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張して

おります。 

 またＰＴＳ社は、2017年11月29日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2012年12月期のヘッジ取引損益

の計上等に関し、22百万米ドル（同円換算額2,533百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、

2017年12月27日付で、追徴額の一部である６百万米ドル（同円換算額698百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解で

あり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2018年２月27日に

インドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2018年２月27日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2019年２月25日付で棄却されま

した。そのため、ＰＴＳ社は2019年５月17日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張して

おります。

 またＰＴＳ社は、2018年12月５日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2014年12月期のヘッジ取引損益

の計上等に関し、15百万米ドル（同円換算額1,688百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、

2018年12月27日付で、追徴額の一部である５百万米ドル（同円換算額651百万円）を仮納付しております。

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解で

あり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2019年２月27日に

インドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っております。

 なお、前連結会計年度末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、上記の年度に加え、2010年12月

期、2011年12月期、2013年12月期及び2015年12月期分を含めて、総額101百万米ドル（同円換算額11,309百万円）

であります。 

 

当第２四半期連結会計期間（2019年９月30日） 

 当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下、ＰＴＳ社）は、2014年12月30日付

で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2009年12月期の売上取引価格等に関し、47百万米ドル（当第２四半期

連結会計期間末日レートでの円換算額5,165百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2015年１

月28日付で、追徴額の一部である14百万米ドル（同円換算額1,510百万円）を仮納付しております。

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、当局が抽出した企業との利益率の比較により売上高過少とする

著しく合理性を欠く見解であり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、Ｐ

ＴＳ社は2015年３月25日にインドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。
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 ＰＴＳ社が2015年３月25日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2016年３月16日付で棄却されま

した。そのため、ＰＴＳ社は2016年６月６日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張して

おります。

 またＰＴＳ社は、2017年11月29日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2012年12月期のヘッジ取引損益

の計上等に関し、22百万米ドル（同円換算額2,463百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、

2017年12月27日付で、追徴額の一部である６百万米ドル（同円換算額679百万円）を仮納付しております。

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解で

あり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2018年２月27日に

インドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。

 ＰＴＳ社が2018年２月27日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2019年２月25日付で棄却されま

した。そのため、ＰＴＳ社は2019年５月17日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張して

おります。

 またＰＴＳ社は、2018年12月５日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2014年12月期のヘッジ取引損益

の計上等に関し、15百万米ドル（同円換算額1,641百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、

2018年12月27日付で、追徴額の一部である５百万米ドル（同円換算額633百万円）を仮納付しております。

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解で

あり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2019年２月27日に

インドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っております。

 なお、当第２四半期連結会計期間末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、上記の年度に加え、

2010年12月期、2011年12月期、2013年12月期及び2015年12月期分を含めて、総額101百万米ドル（同円換算額

10,996百万円）であります。 

 

（品質不適合品に関する件） 

前連結会計年度（2019年３月31日）

 当社グループにおいて、過去に製造販売した製品の一部について、検査記録データの書き換えや検査の一部不実

施等の不適切な行為により顧客の規格値または社内仕様値を逸脱した製品等を出荷した事実が判明しました。

 この事実に基づき、当社グループの一部の事業所において、各認証機関よりJIS認証の取消しやISO認証の取消し

等の通知を受けております。

 本件事案の今後の進捗次第では、顧客への補償費用等の発生により、当社の連結業績に影響を及ぼす可能性があ

りますが、現時点でその影響額を合理的に見積もることが困難なものについては、連結財務諸表に反映しておりま

せん。

 

当第２四半期連結会計期間（2019年９月30日） 

 当社グループにおいて、過去に製造販売した製品の一部について、検査記録データの書き換えや検査の一部不実

施等の不適切な行為により顧客の規格値または社内仕様値を逸脱した製品等を出荷した事実が判明しました。

 この事実に基づき、当社グループの一部の事業所において、各認証機関よりJIS認証の取消しやISO認証の取消し

等の通知を受けております。

 本件事案の今後の進捗次第では、顧客への補償費用等の発生により、当社の連結業績に影響を及ぼす可能性があ

りますが、現時点でその影響額を合理的に見積もることが困難なものについては、四半期連結財務諸表に反映して

おりません。
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３  受取手形割引高等 

 
前連結会計年度 

（2019年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 

（2019年９月30日） 

受取手形割引高 580百万円 290百万円 

受取手形裏書譲渡高 0 0 

債権流動化による遡及義務 3,848 3,602 

 

 ※４  四半期連結会計期間末日満期手形 

  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、主として手形交換日をもって決済処理しております。 

  なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形が前連結会計年

 度末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度 

（2019年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 

（2019年９月30日） 

受取手形 4,622百万円 －百万円 

支払手形 2,403 －

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2018年４月１日 
  至  2018年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2019年４月１日 

  至  2019年９月30日） 

運賃諸掛 14,815百万円 15,077百万円 

減価償却費 2,959 3,019 

退職給付費用 1,427 1,472 

役員退職慰労引当金繰入額 215 200 

賞与引当金繰入額 4,568 4,222 

給与手当 17,121 17,098 

賃借料 3,251 3,329 

研究開発費 5,498 5,338 

 

※２ 独占禁止法関連損失 

 当第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日） 

  当社の連結子会社であるユニバーサル製缶株式会社は、飲料用空缶の取引に関し、独占禁止法に違反する行為が

あったとして、公正取引委員会より排除措置命令及び課徴金納付命令を受領しました。課徴金納付命令に基づき、

当第２四半期連結累計期間において、10,423百万円を独占禁止法関連損失として特別損失に計上しております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年９月30日）

現金及び預金勘定 97,178百万円 91,415百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,792 △7,952

拘束性預金 △177 △269

現金及び現金同等物 92,208 83,193

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

 １．配当金支払額

 

 （決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月10日

取締役会
普通株式 6,548 50.0 2018年３月31日 2018年６月１日 利益剰余金

 

 ２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

 

 （決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月６日

取締役会
普通株式 5,238 40.0 2018年９月30日 2018年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日）

 １．配当金支払額

 

 （決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月13日

取締役会
普通株式 5,238 40.0 2019年３月31日 2019年６月３日 利益剰余金

 

 ２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

 

 （決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月７日

取締役会
普通株式 5,237 40.0 2019年９月30日 2019年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

              （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

その他 
の事業 

計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 

計上額 

売上高                

(1）外部顧客への売上高 283,386 81,199 300,990 121,655 68,036 855,268 － 855,268 

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
7,140 6,075 85,923 1,746 17,330 118,216 △118,216 － 

計 290,527 87,274 386,914 123,401 85,366 973,485 △118,216 855,268 

セグメント利益 8,174 9,378 8,173 9,033 2,885 37,645 △4,578 33,067 

（注）１．その他の事業には、原子力関連、環境リサイクル関連、不動産、エンジニアリング関連等を含んでおりま

す。

      ２．セグメント利益の調整額△4,578百万円には、セグメント間取引消去89百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△4,667百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

      ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

              （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

その他 
の事業 

計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 

計上額 

売上高                

(1）外部顧客への売上高 256,701 72,276 239,560 117,915 61,947 748,400 － 748,400 

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
5,546 5,904 77,027 1,559 22,143 112,180 △112,180 － 

計 262,247 78,180 316,588 119,474 84,090 860,580 △112,180 748,400 

セグメント利益 1,931 5,208 13,716 7,938 3,230 32,025 △4,782 27,242 

（注）１．その他の事業には、原子力関連、環境リサイクル関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

      ２．セグメント利益の調整額△4,782百万円には、セグメント間取引消去△3百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△4,779百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

      ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社は、2019年２月12日開催の取締役会において、事業部門組織を一部変更することを決議し、同年４月１日

付で実施いたしました。 

 これは、「その他の事業」に属する石炭関連事業を熱エネルギーとして石炭を使用している「セメント事業」

に移管するものであり、より効率的な事業運営を図ることを目的としております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

 １株当たり四半期純利益 113円39銭 34円46銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 14,849 4,511

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期 

純利益（百万円） 
14,849 4,511

普通株式の期中平均株式数（千株） 130,959 130,948

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

 第95期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）中間配当については、2019年11月７日開催の取締役会におい

て、2019年９月30日を基準日として、次のとおり実施することを決議いたしました。

 ① 中間配当金の総額                5,237百万円

 ② １株当たり中間配当金                 40円

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    2019年12月３日
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